
各種相談受け付けております。 

 

※内容のご質問等については、TEL 0258-36-2685  担当 藤沢・小山 まで 

※配信中止等のお問い合わせは、ホームページ http://www.3d-m.jp/n_contents/stopform.html からお願いします。

・・・文章中のこのマーク   をクリックして詳しい情報をどうぞ・・・ 

 

＜税務＞  
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中小企業者の世代交代の円滑化を図るため、１０年間の特例措置として、事業承継税制を拡充する特例制度が創設されることになりました。税制の適用を受けるには、平成３０年４月１日から５年以内に『特例承継計画』を都道府県に提出し、認定を受け、平成３９年１２月３１日までの間に、贈与・相続による事業承継を行う必要があります。

非上場株式等に係る贈与税・相続税の納税猶予の特例措置①納税猶予対象株式の制限の撤廃現行では発行済議決株式総数の3分の2までが対象→制限がなくなり取得した全ての株式が対象②納税猶予が全額猶予に贈与の場合：贈与税の全額→贈与税の全額（変更無し）相続の場合：相続税の80％→相続税の全額③事業承継パターンの拡大これまでは先代経営者１人から後継者１人への承継のみが対象でしたが、改正では先代経営者以外の株主から後継者への承継、先代経営者から後継者複数人(最大３名)への承継も対象④雇用確保要件の弾力化現行では適用を受けてから5年間、平均80％の雇用を確保しないと納税猶予は打ち切り→80％を下回った場合でも理由を記載した書類を都道府県に提出することにより納税猶予は継続⑤承継後の会社売却、廃業等の場合の納税負担の軽減業績悪化等で株式の譲渡や会社売却、廃業の場合には、そのときの株価で再計算し、差額が免除される。

この他の詳細、手続き等に関しては、税理士等にご相談ください。　将来、事業承継をお考えの方は、早めにご相談しましょう

http://www.3d-m.jp/n_contents/kome.html
http://www.3d-m.jp/n_contents/onepoint_2014.html
http://www.3d-m.jp/n_contents/q-a.html
http://www.3d-m.jp/n_contents/fmonepoint.html



